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文 書 表 

陳情（新規）・地域づくり県土警察常任委員会 

受理番号及び 

受 理 年 月 日 
所 管 件   名 議決結果 

４年－16 

( R4.５.25 ) 
交 流 人 口 羽田－鳥取路線の運航航空会社について 

不 採 択 

( R4.６.21 ) 

▼陳情事項 

 ＡＮＡ（全日本空輸株式会社）が羽田－鳥取路線の運航サービスを独占販売していることは不当である。鳥取県議会はＪＡＬ（日本航空株式

会社）やＬＣＣ（低予算型航空会社）など他航空会社に誘致をし、ＡＮＡに競争させること。 

 

▼陳情理由 

ＡＮＡは羽田－鳥取、鳥取－羽田間の運航サービスを独占している。それが故に利用者に対するサービス精神が低い。また、料金設定もＡＮ

Ａの思うままであるが、これが公平なビジネスとは言い難い。 

ＡＮＡのサービスで不愉快な思いをし、二度と利用したくないと思っても航空会社を変えられない現実は、不都合である。 

▼提 出 者 

 東京都大田区 個人 

▼所管委員長報告（R4.６.21本会議）会議録暫定版 

路線や運賃の設定等については、市場原理の下、航空会社の経営判断によるものであり、運航に際してのサービス提供については航空会社の

経営努力に委ねられていること。 

また、本来、航路誘致に当たっては、実現性、継続性、将来性等を勘案しながら目先にとらわれず戦略的に行われるべきと考えること。 

その上で、県民の利便性向上に向けては、現行路線の運賃低廉化などについての度重ねての県による働きかけのほか、本県議会においても議

員の政務活動等において他の航空会社への誘致活動を行っていること。 

以上から、本件陳情は不採択とすることに決定いたしました。 

  

議 会 資 料 
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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 交流人口拡大本部（観光交流局観光戦略課） 

【現 状】 

１ 現在、羽田・鳥取路線を運航している航空会社はＡＮＡ（全日本空輸株式会社）のみである。 

２ 航空法第百五条第一項では、「本邦航空運送事業者は、旅客及び貨物の運賃及び料金を定め、あらかじめ、国土交通大臣に届け出なければな

らない。」と規定され、運賃については、原則、航空会社の経営判断に委ねるものとされている。 

３ 航空法第百五条第二項では、「国土交通大臣は、前項の運賃又は料金が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該本邦航空運送事

業者に対し、期限を定めてその運賃又は料金を変更すべきことを命ずることができる。（略）二 社会的経済的事情に照らして著しく不適切で

あり、旅客又は荷主が当該事業を利用することを著しく困難にするおそれがあるものであるとき。」と規定され、不当な運賃については、国土

交通大臣が変更を命令することができるものとされている。 

４ 航空法第百七条の二第一項では、「国内定期航空運送事業を経営しようとする本邦航空運送事業者は、運航計画（路線ごとの使用空港等、運

航回数、発着日時その他の国土交通省令で定める事項を記載した計画をいう。以下同じ。）を定め、あらかじめ、国土交通大臣に届け出なけれ

ばならない。」と規定され、路線の設定は、原則、航空会社の経営判断に委ねるものとされている。 

 

【県の取組状況】 

１ 運賃は航空法に基づき航空会社が定めており、県では地元経済団体とともに運賃低廉化について働きかけを行っている。 

２ 他の航空会社に対して、新規路線の開設について働きかけを行っている。 

 

※参考法令：航空法第百五条（運賃及び料金）、第百七条の二（運航計画等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

執行部提出参考資料 


